
ＴＰＰ最新情報と日本の食と農

２０１５年１月の日米協議（１４～１６日）
＊「 間合いがいよいよ近づきはじめた」

＊「 解決できない問題が減ってはいるが、より

難しい問題が残っているのでまだだいぶ作業

が必要だ

＊「 本気でここ数か月間でまとめようとしてい

るのを強く感じた」（大江主席交渉官代理）

外務省での記者会見

＊ 「日米間のあらゆる問題は２国間の閣僚会合

を通じて決着ができるところまで間合いが

詰まってこないと次の１２か国閣僚会合に

は行きづらい」（甘利担当相）

日本農業新聞

＊１２か国が１月２６日～２月１日主席交渉

間会合開く方向で調整、２月下旬～３月上

旬に閣僚会合を開く方向で調整している

日本農業新聞

（秘密交渉なため内容は明らかにされない）

１４年のＴＰＰ交渉は、１１月１０日北京の交
渉首脳会合声明
「できる限りの早期」の妥結を各国の閣僚や交渉官
に指示する。として４年越しの越年となった

農民組合大阪府連合会
佐保 庚生



２０１４年に行われた交渉

２月２２～２５日・TPP協定交渉

（シンガポール）

３月６日TPP交渉に係る日韓予備協議（日本）

３月１１～１２日・日米協議（米国）

３月２６日・甘利、豪州貿易投資大臣の昼食会
３月２８日・日米協議（米国）

４月９日～１０日・日米閣僚級協議（日本）

４月１６～１８日・日米閣僚級協議（米国）

４月２４～２５日・日米閣僚級協議

（オバマ大統領の訪日・日米共同声明）

５月１３～１５日・ＴＰＰ首席交渉官会合

（ベトナム）
５月１９～２０日・TPP協定交渉

（シンガポール）
５月３０日・日米協議（米国）
６月３０日～1日・日米協議（日本）

7月５～１１日ＴＰＰ首席交渉官会合（カナダ）

７月１４～１５日・日米協議（米国）

８月５日・日米協議（米国）
9月１～２，３～１０日・ＴＰＰ首席交渉官会合

（ベトナム）

９月１０日・日米協議（日本）

９月２４日・日米閣級協議（米国）
１０月１２～１５日・日米協議（日本）
１０月１９～２４日・豪州におけるTPP閣僚会合

１１月１０日・TPP協定交渉（中国）

１２月７～１２日・ＴＰＰ首席交渉官会合（米）

安倍首相は、イギリスの雑
誌エコノミスト誌１２月ち５
日号インタビューに答え
「ＴＰＰ交渉参加国で一番強
いリーダーの私が早期に妥結
させる」
「簡単な課題が残っているだ
けだから、ＴＰＰ交渉も日米
協議ももうすぐ最終段階だ」
とかたっている。

アメリカの政府高官は１２
月３日「選挙が終われば安倍
政権が信任され、政治決断を
しやすくする。ＴＰＰ妥結に
追い風が吹く」と公言。

エコノミスト誌の記者は、
「安倍首相は、選挙が終われ
ば、ＴＰＰに抵抗する農民と
たたかうことを約束した」と
まとめているという。（新聞
「農民」12.22号）

日本農業新聞 １．５」



アメリカの身勝手な要求に衆参農水委決議に反し譲歩、どこまで

米通商代表部（USTR）が公表した「2014年外国貿易障壁
報告書（2014年3月）から

(2) コメ輸入制度

日本の極めて規制的で不透明な輸入米の輸入・流通
制度が日本の消費者の輸入米への意味あるアクセスを
制限している。

一般ミニマムアクセス入札を通じた米国産輸入米のほ
とんどすべてが政府在庫に向けられ，その政府在庫から，
ほとんどが加工用，飼料用又は食料援助用に仕向けら
れる。業界の調査によれば日本の消費者は米国産の高
品質米を買うと見込まれるにもかかわらず，米国産のコ
メが日本の消費者に届く量はわずかである。米国政府は，
WTO上のコメ輸入に関する日本のコミットメントに照らし，
日本の輸入を引き続き注視していく。

(7) 牛肉，かんきつ類，乳製品，加工食品への高関税

日本は，穀物，砂糖，豚肉，牛肉，かんきつ類，ワイン，
乳製品及びあらゆる加工食品を含む米国産農産物及び
他の食品に対し，高関税及び他の国境措置を維持。これ
らの高関税は，一般的に日本で国内生産がある食品に
かけられている。これら高関税品目の関税を削減するこ
とが米国政府の優先事項である。

11月13日テレビ朝日系列ＡＮＮ報道

ＴＰＰ協議は「事実上合意に近い状態に」牛肉は９％を軸
にほぼ決着、残るは豚肉と自動車」と報道

議論になっている医薬品特許（ＮＺ）政府調達（マレーシア）ＩＳＤ条項（豪・インドネシア）など
と 食の安全表示・遺伝子組み換え食品、添加物、残留農薬基準はどうなる？



２０１５年１月１５日日ＥＰＡ発効 ３８．５％→１９．５％畜産農家に大打撃
廃業がすすんでいる畜産農家

 冷凍：段階的に関税を削減し、１８年目に

１９．５％まで削減（約５割減）

・１年目30.5％、２年目28.5％、３年目

27.5％。

・３年目27.5％から１２年目25.0％まで直線

的に削減。

・１２年目25.0％から１８年目19.5％まで直

線的に削減。

衆参農水委委員会決議
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日本農業新聞から

「甚大な影響を及ぼす日豪ＥＰＡ」

「国会図書館『調査と情報』第５８号によれば、日豪ＥＰＡ
協定の影響額は、牛肉、乳製品、小麦、砂糖で７９００億円
にのぼる。牛肉の生産額は▲５６％、乳製品▲４４％、小麦
▲９９％、砂糖▲１００％。北海道をはじめ、青森・群馬・
熊本・宮崎・鹿児島・沖縄県の生産額に多大な影響を及ぼす
という」（大阪消団連機関紙「ＣＹＣＬＥ」１０４１号「今の食、当たり
前？～」から抜粋）



食と農をめぐる動き

米価大暴落
米の生産コスト Ｎ

政府備蓄米の在庫Ｎ
ＭＡ（ミニマム・アクセス）の販売状況 Ｎ

新聞「農民」

新聞「農民」

日本の米は誰がつくり続けるのか



遺伝子組み換え食品にどう向き合う？

新聞「農民」より

食の安全・安心

相次ぐ食品事故・偽装・異物混入・残留農薬～

2 0 1 5年は国連が定めた「国際土壌年」

家畜の伝染病など

鶏 高原性鳥インフルエンザ
豚 流行性下痢症（ＰＥＤ）
牛 口蹄疫 ・ＢＳＥ

偽装、期限切れ、異物混入、 残留農薬（中国産玉ねぎ）、
食中毒、毒キノコ

（ジャンフードはタバコより怖い ー国連警告）

砂漠化や浸食など進む土壌の劣化。農産物の生産基盤となる土壌、豊かな
森林や草地をささえ、気候変動をも緩和する働きをする。
１センチの表土を形つくるには１０００年もの日時がかかるという。「土
は単なる泥ではない」。健全な土壌で食料増産を！


